
１　総括

（1）人件費の状況（普通会計決算）

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数については、令和5年4月1日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤務）、

　　　　定年前再任用短時間勤務職員及び会計年度任用職員を含まない。

　　　３　給与費については、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤務）及び定年前再任用短時間勤務職員の給与費が

　　　　含まれているが、会計年度任用職員の給与費は含まれていない。

（3）ラスパイレス指数の状況

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、

　　　　学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

 　　　２　（　）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した

　　地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給割合を用いて補正したラスパイレス指数。

　（補正前のラスパイレス指数×（1＋当該団体の地域手当支給割合）／（1＋国の指定基準に基づく地域手当支給割合）により算出。）

　　　３　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

　　　４　ラスパイレス指数（地域手当補正後ラスパイレス指数を含む）の算出に当たっては、60歳に達した日後の最初の4月1日以後に

　　　　支給される給料月額について、本来の給料月額の７割水準に設定される職員を除いている。

　※　令和6年4月1日のラスパイレス指数が、①3年前に比べ1ポイント以上上昇している場合、②3年連続で上昇している場合、③100を

　　超えている場合について、その理由及び改善の見込み

該当なし

新潟市の給与・定員管理等について

21.7

千円

6,625

　　計　　Ｂ

21.1

6,725

一人当たり給与費

9,464

　　　　　千円

39,017,672

　　　　　　Ａ

16,294,512

給　 料

令和4年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

Ｂ／Ａ

　　　　　　％　　　　　千円

千円

（参考）一人当たり

給与費 B/A

（参考）政令指定都市平均

歳 出 額 （参考）

　　　　　　Ｂ

90,006,757

区　　分 人 件 費実 質 収 支 人 件 費 率

区　　分

　　　　　　　千円人　
令和5年度

767,565

職員数

426,252,997

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

住 民 基 本 台 帳 人 口

（令和６年1月1日）

職員手当

7,384,191 62,696,375

千円

期末・勤勉手当

千円 千円

　　　　　千円

　　　　　　Ａ

5,222,869

人
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（4）給与改定の状況

①月例給

（参考）

Ａ Ｂ

円 円 円 ％ ％ ％

（ ％）

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の4月分の給与額をラスパイレス比較した平均給与月額である。

②特別給（期末・勤勉手当）

（参考）

Ａ Ｂ

月 月 月 月 月 月

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は期末手当及び勤勉手当

の年間支給月数である。

（5）給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し：実施

　　実施内容

②地域手当の見直し

　　実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

（支給割合）

　　国基準3％に対し、新潟市においても3％を支給。

（実施時期）

　　平成27年4月1日より実施。段階的に支給割合を引き上げることとし、平成27年4月1日時点は1％、

　　給与改定後は平成27年4月に遡及し1.22％を支給。平成28年4月1日時点は2％を支給。平成29年4月1日から3％を支給。

（参　考）

3% 3%

3% 3%

③その他の見直し内容

（6）特記事項

なし

新潟市の支給割合 0%

令和
6年度4月1日

時点

平成
29年度

0%

平成
26年度

平成27年度

各年度の支給割合

国基準による支給割合

令和
5年度

平成
30年度

平成
28年度

4.60

国の改定率

国の年間支給月数

（改定率）

年間支給月数

2.76

公務員の支給月数

3.2

勧告

380,850

人事委員会の勧告

給与改定率

較差

民間給与

3.2

Ａ－Ｂ

令和6年度
369,720

人事委員会の勧告

民間の支給割合

区　　分

（改定月数）

較差公務員給与

0.104.60

区　　分

Ａ－Ｂ

11,130

（給料表の改定実施時期）
　　平成27年4月1日
（内容）
　　一般俸給表について、平均△2.0%（若年層の引下げは行わず、高齢層を中心に最高△2.5%）の改定。
　　他の俸給表についても一般俸給表との均衡を踏まえ、見直しを実施。
　　なお、平成29年度末までの3年間、激変緩和として経過措置（現給保障）を実施。

遡及
改定後

　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成27年4月1日実施）

0.10

勧告

4.50
令和6年度

【概　要】
　国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均2％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り組むとされて
いる。

4.60

令和
元年度

令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

3%

3% 3% 3% 3%

3%

3% 3%

3%3%

3.01

1% 2%

1% 1.22% 2% 3%

3%

3%
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和6年4月1日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

                                          

　　　　②技能労務職

参考

歳 人 円 円 円 －

歳 人 円 円 円 歳 円 1.42

歳 人 円 円 円 歳 円 1.21

歳 人 円 円 円 歳 円 1.33

歳 人 円 円 円 歳 円 1.80

歳 人 円 円 円 －

歳 人 円 円 円 －

歳 人 円 円 円 －

円 円

円 円

円 円

円 円

※ 　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している（令和3年～5年の3ヶ年平均）。

※ 　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※ 　年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、

民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

　　　③高等学校教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

④小・中学校（幼稚園）教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

365,389

7,194,362

407,657

平均年齢

5,722,401 1.743,297,300

439,388

平均給料月額

367,387

452,185

平均給与月額

364,814

平均給与月額

883

341,011

平均給料月額

44.2

55.8

平均年齢 平均給与月額

43.2

国 42.1

332,538

323,823

新潟市

新潟県

－1,829

（Ｄ）

新潟市

（Ｃ）

288,144

区　　分

民間

政令指定都市平均

参考

新潟県

330,553

362,447390,058310,861

年収ベース（試算値）の比較

5,801,278 3,438,100

361,573

398,998

407,733

新潟市

う ち 清 掃 職 員 4,376,300

2.18

1.69

1.41

346,574

政令指定都市平均

国

平均年齢

政令指定都市平均

新潟県 42.5

新潟市

－

408,679

政令指定都市平均

区　　分

43.1

う ち 学 校 給 食 員

40.3 416,577

367,152

49.3

平均年齢区　　分

う ち 自 動 車 運 転 手

－

う ち 用 務 員

44.3

44.9

新潟県

新潟市

358,420

平均給与月額平均給料月額

51.8

Ｃ／Ｄ

322,579

6,188,493

3,307,700

－

区　　分

317

－

41.9

55.6

54.5

54.6

55.9

51.2

56.1

区　　分

新潟市

うち用務員

412,564

329,413

対応する民間の
類似職種

（国比較ベース）

417,596

―

（Ａ）
Ａ／Ｂ

－

435,054

348,217

平均給与月額

322,777

452

平均年齢

158

359,659

職員数

－325,605

平均給料月額

民間

（Ｂ）

平均給与月額

343,977

244,800

（国比較ベース）

359,767

405,378

49.1

平均給与月額

－

383,177

公務員

63

360,250 379,731

103

342,043321,857

347,257325,720 44.7

452,5894

飲食物調理従事者

乗用自動車運転者

うち清掃職員

うち学校給食員

うち自動車運転手

－

261,900

343,367
他に分類されない
運搬・清掃・包装
等従事者

382,441

324,504

59.6

47.7

251,000

314,900廃棄物処理業

－ －

341,915

－

－－

－ －
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　　　　⑤福祉職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、令和6年4月1日現在における職種ごとの職員の基本給の平均である。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての

　　　　諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）

　　　　で算出している。

（2）職員の初任給の状況（令和6年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 －

円 円 －

円 円 －

（3）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和6年4月1日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

一般行政職

経験年数20年

307,750

国

196,200

386,299

169,000

（国比較ベース）

新　潟　県

364,429高　校　卒

377,767

226,100

経験年数30年

323,474

283,600 342,465

経験年数25年

大　学　卒

高等学校教育職

大　学　卒

293,535

165,200

395,173351,609

299,100

156,600

226,100

166,600

技能労務職

技能労務職

大　学　卒

新　潟　市

経験年数10年

平均給与月額

高　校　卒

平均給料月額

大　学　卒

平均給与月額

274,372

小・中学校教育職
（幼稚園）

216,400

241,543

一般行政職
高　校　卒

37.1

226,100

197,500

高　校　卒

政令指定都市平均

区　　　　　分

44.1国

374,11538.7

354,455302,844

―337,496

平均年齢区　　分

新潟市

338,813

226,100

344,207

202,400

区　　　　分

170,900
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

（1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和6年4月1日現在）

（注）１　新潟市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

5
　　　　　　　　％

6　　級

区　　分

7　　級

職員数

部次長

　　　　　　　　人
8　　級

9　　級

標準的な職務内容

理事

部長

　　　　　　　　人

32 1.1 408,800

参事・課長

364,500 448,000

　　　　　　　　円
0.2 460,100 529,000

470,100

321,700

　　　　　　　　円

構成比

　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

1号給の給料月額 最高号給の給料月額

　　　　　　　　人 　　　　　　　　円
137

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円
414,300

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円
39 1.3

4　　級 課長補佐・主幹
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円

　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円
4.6

5　　級 副参事・課長補佐

係長・主査・副主査
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

　　　　　　　　円
458 15.5 293,700 394,900

　　　　　　　　円

　　　　　　　　円
1,036 35.0 269,900 383,500

304,900

248,800

690 23.3 239,000 350,900

156,200

　　　　　　　　人
348 11.8 203,900

主事・技師
　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円

1　　級 主事・技師
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

216
　　　　　　　　円　　　　　　　　円

3　　級

2　　級

7.3

1級

7.3%

1級

6.5%

１級

13.1%

2級

11.8%
２級

12.7%

２級

12.1%

3級

23.3%
3級

22.8%

3級

19.4%

4級

35.0%
4級

34.6%

4級

33.5%

5級

15.5%
5級

15.8%

5級

16.3%

6級

4.6%

6級

5.0%

6級

4.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和6年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比

9級 0.2％

8級 1.1％
7級 1.5％

9級 0.1％
8級 0.9％
7級 1.4％

9級 0.2％

8級 1.1％
7級 1.3％
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（2）国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（令和6年4月1日現在）

（3）昇給への人事評価の活用状況（一般行政職）（新潟市）

○

○

昇給可能な
区分

管理職員

○

活用予定時期

標準の区分のみ（一律）

昇給可能な
区分

ロ．　人事評価を活用していない

標準、下位の区分

○

昇給実績が
ある区分

上位、標準、下位の区分

上位、標準の区分

昇給実績が
ある区分

一般職員

○

○

令和6年度中における運用

活用している昇給区分

イ．　人事評価を活用している
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４　職員の手当の状況

（1）期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（令和5年度） １人当たり平均支給額（令和5年度）

千円 千円

（令和5年度支給割合） （令和5年度支給割合） （令和5年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分  ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　　　　5～20％ ・役職加算　　　　　5～20％ ・役職加算　　　　　5～20％

・管理職加算　　　　なし ・管理職加算　　　15～25％ ・管理職加算　　　10～25％

（注）　(  )内は、暫定再任用職員に係る支給割合である。

（2）退職手当（令和6年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度 月分 月分 最高限度 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

　　　（3％～30％加算） 　　　（2％～45％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）１　退職手当の1人当たり平均支給額は、令和5年度に退職した職員に支給された平均額である。

　　　２　「応募認定・定年」のうち「定年」には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢に達した日以後その者の非違によること

　　　　なく退職した場合を含む。

（3）地域手当

（令和6年4月1日現在）

千円

円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

○

標準の成績率のみ（一律）

一般職員

0.975

国

支給実績が
ある成績率

○

支給可能な
成績率

上位、標準、下位の成績率 ○

標準、下位の成績率

ロ．　人事評価を活用していない

活用予定時期

2.45 2.05

新　　　　　潟　　　　　県

―

新潟市に在勤する職員

支給職員1人当たり平均支給年額（令和5年度決算）

○

1.5新潟市に在勤する職員（高校割愛教育職）

支給対象職員数

39.7575

支給対象地域 国の制度（支給割合）

令和6年度中における運用

応募認定・定年

支給実績が
ある成績率

9,8213.0

管理職員

2.45

24.586875

イ．　人事評価を活用している

医療職俸給表（一）の適用を受ける職員

20.0

自己都合

47.709

活用している成績率

47.709

○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）（新潟市）

47.709

支給可能な
成績率

33.27075

47.709

1.351.375

応募認定・定年

24.586875

2.45

1.375

1,743

19.6695

28.0395 28.0395

1,840

39.7575

自己都合

新　　　　　　　潟　　　　　　　市

5

1,628

2.05

勤勉手当

33.27075

国

135,108

47.709

47.709

16.0

20.0

0.975

○ ○

1.00

東京都の特別区に在勤する職員

上位、標準の成績率

10

3.0

3.0

12,594

14

1,223,805

支給割合

16.0

支給実績（令和5年度決算）

2.05

新　　　　　潟　　　　　市

19.6695
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（4）特殊勤務手当（令和6年4月1日現在）

千円

　円

　％

小学校、中学校、高等学校、中等教育
学校又は特別支援学校に勤務する教諭
及び養護教諭のうち主任等

教育業務連絡指導手当

手当の名称

滞納処分手当

療育指導等業務手当

緊急出動手当

清掃手当

国際緊急援助活動手当

高所作業手当

潜水手当

保健福祉調査等手当

１日につき200円

非常災害時等の緊急業務、修学旅行等で泊まりを
伴う業務、部活等で週休日等に行う業務等に従事
した場合

福島第一原発周辺の屋内退避指示区域内で屋外作
業に従事した場合

教務その他の教育に関する業務についての連絡調
整及び指導助言に係る業務に従事した場合

賦課徴収等業務手当

２以上の学年の学級を担当する教員が、当該学級
における授業又は指導に従事した場合

兼務授業担当手当

業務に従事した職員

１日につき290円～350円多学年学級担当手当
小学校、中学校又は中等教育学校の前
期課程に勤務する職員

左記職員に対する支給単価

死体処理手当

120,011

22

有機りん製剤等取扱手当

接触手当

教員特殊業務手当

夜間特殊業務手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和5年度）

２０メートル以下　　350円
２０メートル超　　　700円

１日につき2,500円

勤務する学校で本務とする課程以外の課程又は本
務とする学校以外の学校における授業、面接指導
又は添削指導の業務に従事した場合

東日本大震災に対処するため死体の収容等の作業
に従事した場合

小学校、中学校、高等学校、中等教育
学校又は特別支援学校に勤務する職員

精神保健福祉業務手当

小学校、中学校、高等学校、中等教育
学校、特別支援学校又は幼稚園に勤務
する職員

用地対策課の職員等

災害応急作業手当

用地等交渉手当

業務に従事した職員

除雪作業等従事手当

支給職員１人当たり平均支給年額（令和5年度決算）

業務に従事した職員

東部・西部地域土木事務所・区役所建
設課職員

清掃センター・下水道管理センター等
勤務職員

福祉施設業務手当

314,789

19.7

１日につき330円滞納処分等に従事した場合

手当の種類（手当数）

主な支給対象業務

税・国民健康保険・介護保険関係職員

１日につき400円

月額　　　30,600円

日額　　　　　400円

国際緊急援助活動に従事した場合

入所者に直接接する業務及び障がい児童等のため
の言葉の相談・指導又は療育の相談・指導に従事
した場合
障がい者・児の文化的活動、機能訓練、入浴・食
事介助、教育補助、介護等の業務に従事した場合

１日につき100～200円

１日につき350円
１体につき150円

火災等に出動し、放水又は災害現場活動等に従事
した場合

水難救助等のために、潜水器具を着用して潜水作
業に従事した場合

地上又は水面上10m以上の足場の不安定な箇所で
監督・検査・消防作業等に従事した場合

１単位時間につき1,300円
添削１通につき100円

出張し、用地の取得や損失補償に関し長期にわた
る交渉に従事した場合

１日につき380円

１日につき4,000円

感染症の試験検査・診察・防疫・看護　等
結核等の病原体の検査等
有毒ガスや危険薬品を取扱う業務

１日につき130～4,000円

月額10.000～20,000円

農作物又は森林の害虫防除作業に従事し、有機り
ん製剤の原液調整作業に直接従事等した場合
防疫又は昆虫駆除作業のため有機りん製剤又はこ
れに類する薬剤の散布又は原液調整作業に１日に
つき半日勤務時間以上直接従事した場合

相談、指導、判定等の業務に従事した場合
障がい福祉課・こころの健康センター
の職員等

１日につき210円

明生園、児童発達支援センター、めい
せいデイサポートセンター、心身障が
い児の教育施設又は特別支援学校に勤
務する職員

１日につき150～300円

１日につき900～8,000円

１日につき1,000円

除雪作業に従事した場合
特殊作業用自動車の運転に従事した場合

1回につき　　410～980円

必要に応じ直接保育に従事した場合

清掃センター等勤務職員

月額　　　　　7,700円
１日につき　　　350円

炉内作業又は犬猫の死体処理に従事した場合

消防職員

保健所・衛生環境研究所・環境対策課
等の職員

児童福祉施設に勤務する保育士等以外
の職員

１日につき350円
１日につき330円

１日につき200～1,000円

消防職員

消防職員ほか作業に従事した職員

賦課・徴収・調査のために出張した場合

主な支給対象職員

支給実績（令和5年度決算）

税・国民健康保険・介護保険関係職員

消防職員

正規の勤務時間が深夜（10時～5時）の場合

区役所健康福祉課・保護課・児童相談
所　等に勤務する職員

訪問調査・指導業務等に従事した場合 １日につき350円～1,000円
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（5）時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

　（注） 　職員1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（各年度決算）」と同じ年度の4月1日現在の総職員数

（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

（6）その他の手当（令和6年4月1日現在）

円

円

円

円

円

５　特別職の報酬等の状況（令和6年4月1日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

円

円

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

     ２　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年＝48月）勤めた場合 における

          退職手当の見込額である。                                 

国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
（令和5年度決算）

支給職員1人当たり
平均支給年額

（令和5年度決算）

休日等に正規の勤務時間中に
勤務した職員に支給
1時間単価×1.35

市 長

（給料月額に100分の20を加算額した額）

市 長

給

料 副 市 長 1,285,000

707,000

841,000948,000

任期毎

779,000

（参考）類似団体における最高／最低額

736,075

711,169

467,590

1,174,000

通勤手当

648,000659,000

707,000

給料月額×在職月数×0.337

給 料 月 額 等

500,000

1,061,000

配偶者，父母等　1人6,500円
子　1人10,000円
加算措置　16歳から22歳までの
間にある子　1人につき5,000円

1,599,000

1,179,000

課長級以上の職員
役職に応じ定額支給

議 長

報

酬

期
末
手
当

議 長

議 員

　　（令和5年度支給割合）

副 議 長

副 議 長

備　　　　考

退
職
手
当

副 市 長

市 長 給料月額×在職月数×0.51

87,228

562,329

千円

　　（令和5年度支給割合）

副 市 長

議 員

786,000

518,197

953,000

3.00

千円

307,452

875,805 244,229

内容及び支給単価

職員１人当たり平均支給年額（令和5年度決算）

2,437,501

千円

同

475

2,189,477

支給実績（令和5年度決算）

353,498

住居手当 千円

千円

15,334,848

職員１人当たり平均支給年額（令和4年度決算）

扶養手当 異

・配偶者、父
母等の手当
額（行（一）8
級以上）

区 分

支給実績（令和4年度決算）

28,739,520 任期毎

同

休日勤務手当

手　当　名

借家・アパートなど（家賃額に応
じて）　最高28,000円

3.00

同

同

管理職手当

2キロ以上の場合支給
徒歩通勤　　　支給なし
バス・電車　最高55,000円
車等（距離に応じて）
　　　　　　　 最高31,600円

（給料月額に100分の20を加算額した額）

428
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６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年4月1日現在）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

（2）年齢別職員構成の状況（令和6年4月1日現在）

（3）職員数の推移
（単位：人）

　（注） 1　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

2　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

業務執行体制の充実（増）

-8

0.9%

～

計

-4.2%

～

59歳

10,936

56歳

-4

過去5年間の
増減数（率）

4,628
8

55歳

人

39歳 47歳

-2.7%

403

-296 -3.2%

-3.1%

1,243

1,846

-150

総合計
1,850

10,89110,997

以上

令和6年

人

-0.2%

令和5年

1,398

4,714

1,082

業務執行体制の充実（増）、業務執行体制の見直し（減）

31

業務執行体制の充実（増）、業務執行体制の見直し（減）

業務執行体制の充実等（増）、業務執行体制の見直し（減）

5

46.47

業務執行体制の充実（増）、業務執行体制の見直し（減）

組織改正による業務移管（増）、組織改正による業務移管（減）

12

3

＜参考＞

114.74

＜参考＞

児童相談所の体制強化等（増）、業務執行体制の見直し（減）

業務執行体制の充実等（増）、G7サミット推進課組織廃止等（減）

118.95

業務執行体制の充実等（増）、業務執行体制の見直し（減）

主 な 増 減 理 由

業務執行体制の充実等（増）

46.65

業務執行体制の充実等（増）、業務執行体制の見直し（減）

業務執行体制の充実（増）、業務執行体制の見直し（減）

業務執行体制の充実等（増）、保健所の業務縮小等（減）

業務執行体制の充実（増）、再任用フルタイムの教員の減員等（減）

513

457

　　　　　　　　区　　分
　部　　門

衛生

民生

普
通
会
計
部
門

水道

1

217

-1

-8

153

8総務

4

土木 456

税務

商工

1,347

505

労働 6

97

914

45

1,846

9,059

-9

9,345

0

14

10,936

164

8

9,288

148 151

人

11,192

3,615

1,847
11,13211,236

農林水産

計

一
般
行
政
部
門

議会 24

5

51歳

人

消防部門

307

公営企業会計　計

消防 911 915

～～

1,844

4,771

年度

人

31歳

人

19

3,663

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

153

23歳

28歳

299

1,224

職員数

26

4

対前年
増減数

0

10,891

48歳

職 員 数

919

9,090

令和5年

[  11,499  ］

＜参考＞

32歳

143.11

44歳36歳 60歳

[  11,499  ］ [  0  ］

52歳

合　　計

20歳 40歳

～

未満

20歳

902

27歳 43歳

914

～

部門別

999

令和元年

911488

普通会計　計

人

3,705
4,770教育

911
9,386

一般行政

人

区　分

1,832

小　計

173

病院

小　計

下水道

その他

1,212

令和3年

3,551

24

令和6年

712 720

34

93

教育部門

213

1,373

24歳

人

9,090

人

1,842
10,936

令和4年

人

1,012

9,059
1,832

人

9,155
914

1,413

3,551
4,758

-154

1,066

人

3,517

4,628 4,620

35歳

～

919

～

3,517
4,620

～

3,527

-300

～

令和2年

0

2

4

6

8

10

12

14

20歳未満 20～23 24～27 28～31 32～35 36～39 40～43 44～47 48～51 52～55 56～59 60歳以上

％ 構成比

5年前の構成比
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７　公営企業職員の状況

（1）水道事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数については、令和5年3月31日現在の人数である。

      ３　職員数及び給与費については、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤務）及び定年前再任用短時間勤務職員を

　　　　含み、会計年度任用職員を含まない。

イ　 特記事項

なし

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和6年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）１　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

　　　２　平均年齢の団体平均は、会計年度任用職員を含んで算出している。

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（令和5年度支給割合） （令和5年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5～20％ ・役職加算 5～20％

・管理職加算 なし ・管理職加算 なし

（注）　(　  )内は、暫定再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（令和6年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（3％～30％加算） （3％～30％加算）

1人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 1人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）１　退職手当の1人当たり平均支給額は、令和5年度に退職した職員に支給された平均額である。

　　　２　「応募認定・定年」のうち「定年」には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢に達した日以後その者の非違によること

　　　　なく退職した場合を含む。

12,594

14.0

職員給与費比率

千円

一人当たり給与費　　　　給与費 　　B/A職員手当

事 業 者

553,686

6,316 6,671

2.05

（参考）政令指定都市平均

0.975

応募認定・定年

　　計　　Ｂ

応募認定・定年

新潟市（一般行政職）

―

千円

526,313

人

33.27075

一人当たり

区　　分

区　　分

給　 料

令和5年度

平　均　年　齢

千円

1.375

2.45

1.375

47.709

基本給

28.0395

１人当たり平均支給額（令和5年度）

1,840

46.5

新 潟 市

％

Ａ  

2.05

政令指定都市平均

千円
令和5年度

298 1,156,351

42.8

　　　　　　区　　分

351,011

　　　　　千円

　　　　　　Ａ

495,09215,179,360

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

14.4

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費381,384千円を含まない。

2,123,735

Ｂ　

総費用に占める

期末・勤勉手当

純損益又は

実質収支

362,111

千円　　　　　千円 千円　

　　　　　　Ｂ／Ａ

総費用

１人当たり平均支給額（令和5年度）

平均月収額

新潟市（水道事業）

485,464

0.975

％

1,882,097

2.45

新潟市（一般行政職）

39.7575

24.586875

自己都合自己都合

新潟市（水道事業）

24.586875

47.709

1,743

47.709

47.709

19.6695

47.70939.7575

47.709

28.0395

1,197

める職員給与費比率

職員給与費

21,336

33.27075

1,473

240,282

―

千円

19.6695

令和4年度の総費用に占
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ウ　地域手当（令和6年4月1日現在）

千円

   円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（令和6年4月1日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） １　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

２　職員1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（各年度決算）」と同じ年度の4月1日現在の総職員数

　（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

カ　その他の手当（令和6年4月1日現在）

  　

一般行政職の制度（支給割合）

支給職員１人当たり
平均支給年額

（令和5年度決算）

手当の名称

住居手当

扶養手当

職員１人当たり平均支給年額（令和4年度決算）

主な支給対象職員

支給職員1人当たり平均支給年額（令和5年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和5年度）

支給実績（令和4年度決算） 79,234

職員１人当たり平均支給年額（令和5年度決算）

通勤手当

借家・アパートなど（家賃額に応
じて）　最高28,000円

主な支給対象業務

支給実績
（令和5年度決算）

管理職手当

手　当　名
一般行政職
の制度と異な
る内容

108,560

支給対象地域

新潟市に在勤する職員 2983.0

支給対象職員数

39,331

117,056

左記職員に対する支給単価

2,473

13,739

支給職員１人当たり平均支給年額（令和5年度決算）

内容及び支給単価

支給割合

支給実績（令和5年度決算）

3.0

手当の種類（手当数）

支給実績（令和5年度決算）

危険作業手当

料金徴収手当

夜間特殊業務手当

一般行政職
の制度との異
同

3

支給実績（令和5年度決算）

25,941

223,481 円

81,321 円

271,675

円781,303

円千円

千円

19,289

53.6

34,193

17,970
課長級以上の職員
役職に応じ定額支給

配偶者、父母等　1人6,500円
子　1人10,000円
加算措置　16歳から22歳までの
間にある子　1人につき5,000円

同

同

2キロ以上の場合支給
徒歩通勤　　　支給なし
バス・電車　最高55,000円
車等（距離に応じて）
　　　　　　　 最高31,600円

同

同

234

323

千円

夜間工事監督業務等に従事する職
員

千円

１回650円

危険作業に従事する職員
水質の試験や検査等で特に危険な薬品を取
り扱う作業等の危険作業

１日300円

事業所及び営業所で計量または収
納業務に従事する職員

供給停止処分のための外勤 １日800円

水道料金等の調査、徴収及び減免のための
外勤

１日400円

正規の勤務時間による勤務の一部または全
部が深夜（22時～5時）において行われたと
き
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（2）病院事業

① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数については、令和5年3月31日現在の人数である。

      ３　職員数及び給与費については、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤務）及び定年前再任用短時間勤務職員を

　　　　含み、会計年度任用職員を含まない。

イ　 特記事項

なし

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和6年4月1日現在）

ア　医師職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

イ　看護師職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

ウ　事務職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）１　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

　　　２　平均年齢の団体平均は、会計年度任用職員を含んで算出している。

千円

499,506

基本給

―

42.1

1,550,886

―

41.6

事 業 者

1,369,105

基本給

令和5年度

446,369

新 潟 市

政令指定都市平均

35.1

平均月収額

千円

政令指定都市平均

―

平　均　年　齢

370,022 587,088

―

平均月収額

303,763 425,425

―

　　　　　　区　　分

基本給

事 業 者

284,383

48.4

584,181

563,285

304,490

政令指定都市平均

39.0

―

新 潟 市

　　　　　　区　　分

新 潟 市

平　均　年　齢

1,195

　　　　　　区　　分

47.3

4,608,481

平　均　年　齢

事 業 者

平均月収額

8,085,259

千円

38.9

期末・勤勉手当

　　　　　千円

6,766

千円

2,237,883 1,238,895

人

給　 料

37.2

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費職員数

千円

Ｂ　

△ 705,003

　　　　千円 千円　

　　　　　　Ａ 職員手当

Ａ  

区　　分

28,662,872

　　　　　　Ｂ／Ａ

10,666,550
令和5年度

千円　 ％

実質収支

一人当たり

％

総費用 総費用に占める純損益又は区　　分

（参考）政令指定都市平均

一人当たり給与費

める職員給与費比率

7,408

　　　　給与費 　　B/A　　計　　Ｂ

職員給与費

職員給与費比率 令和4年度の総費用に占
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③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（令和5年度支給割合） （令和5年度支給割合）

　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5～20％ ・役職加算 5～20％

・管理職加算 なし ・管理職加算 なし

（注）　(　  )内は、暫定再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（令和6年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（3％～30％加算） （3％～30％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）１　退職手当の1人当たり平均支給額は、令和5年度に退職した職員に支給された平均額である。

　　　２　「応募認定・定年」のうち「定年」には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢に達した日以後その者の非違によること

　　　　なく退職した場合を含む。

ウ　地域手当（令和6年4月1日現在）

千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

医療職俸給表（一）の適用を受ける職員

47.709

1,743

支給実績（令和5年度決算）

33.27075

1,840

2.45

47.709

1.375

新潟市（病院事業）

支給割合 支給対象職員数

新潟市（一般行政職）

121

16,343支給職員１人当たり平均支給年額（令和5年度決算）

237,172

47.709

16.0

47.709

28.0395

12,594

19.6695

一般行政職の制度（支給割合）

18,332

0.975

2.05

0.975

１人当たり平均支給額（令和5年度）

47.709

自己都合

24.586875

１人当たり平均支給額（令和5年度）

1.375

上記以外の職員 3.0

1,037

応募認定・定年

2.45 2.05

16.0

28.0395

支給対象地域

2,835

3.01,074

39.7575 47.709

自己都合

39.7575

新潟市（一般行政職）

19.6695

33.27075

24.586875

応募認定・定年

新潟市（病院事業）
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エ　特殊勤務手当（令和6年4月1日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） １　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

２　職員1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（各年度決算）」と同じ年度の4月1日現在の総職員数

　（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

救急業務手当 救急業務に従事した医師 7,500円～15,000円医師に対し支給

看護等の業務に従事した助産師、
看護師若しくは准看護師又はこれ
らに準ずるものとして病院事業管
理者が定める職員

1日3,000円～4,000円

産科業務に従事した医師
産婦人科専門医研修を開始して通
算３年間を超えるものを除く

1件20,000円

１日3,200円

医療収益の1.8％以内

1日130円～400円
感染症の患者に接触した職員及び
病原体、放射線その他有害物を取
り扱った職員

診療放射線技師及び血液、汚染さ
れた廃液等に常時接触しつつ生命
維持管理装置又は心臓血管撮影装
置の操作に従事した職員

月50,000円

診療手当

解剖補助手当

診療業務に従事した医師 医師に対し支給

死体解剖の補助業務に従事した臨
床検査技師

職員１人当たり平均支給年額（令和4年度決算）

1日4,000円（深夜）
1日3,500円（準夜）
1月に8回を超える上記勤務の場合
は、9回目から各支給額に400円を
加算

東京電力株式会社福島第一原子力
発電所敷地内医療施設において行
う業務に従事した職員

正規の勤務時間による勤務の一部または全
部が深夜（22時～5時）において行われたと
き

1日5,000円

支給実績（令和5年度決算）

重症救急患者に対応するため、正規の勤務
時間以外の時間において自宅待機を命ぜら
れた場合に支給

1日2,000円～3,600円

支給実績（令和4年度決算）

精神障がい者又はその疑いのある
者に接して精神保健及び精神障害
者福祉に関する法律の規定により
相談、指導、判定等の業務に従事
した職員

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和5年度）

支給実績（令和5年度決算）

主な支給対象職員 主な支給対象業務手当の名称

人体に有害なガスの発生を伴う業
務又は特に危険性を有する薬品を
取り扱う業務に従事した職員

産科業務手当

精神保健福祉業務手当

医師に対し支給

災害応急業務手当

自宅待機をした医師、歯科医師、
臨床検査技師、診療放射線技師、
助産師、看護師、薬剤師、臨床工
学技士

685,383

86.9

分娩業務手当

死体解剖の補助業務

救急体制維持業務手当

分娩業務に従事した医師

夜間特殊勤務手当

712,112

598

月20,000円

月10,000円

685,312

手当の種類（手当数）

1日350円

1当務220円

医師に対し支給

支給職員１人当たり平均支給年額（令和5年度決算）

678,537

職員１人当たり平均支給年額（令和5年度決算） 583

左記職員に対する支給単価

接触手当

新型コロナウイルス感染症の患者
等に接する業務に従事した職員

11

緊急出動手当

救急業務（緊急救護を要するもの
を救護搬送する業務）に従事した
救急救命士

救急業務のためドクターカーを運
転した職員

市内　1回360円
市外　1回560円
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カ　その他の手当（令和6年4月1日現在）

支給実績
（令和5年度決算）

通勤手当

同

扶養手当

同

手　当　名 内容及び支給単価

借家・アパートなど（家賃額に応
じて）　最高28,000円

円

円

千円

同

同 959,130

円

63,229

円

2キロ以上の場合支給
徒歩通勤　　　支給なし
バス・電車　最高55,000円
車等（距離に応じて）
　　　　　　　 最高31,600円

114,633

千円

千円 231,573 円85,682

千円 3,106,198

千円 45,446

66,180

294,686

104,863 千円 128,038

異 108,060

17,131

円千円

夜間勤務手当

正規の勤務時間として午後10時
から翌日の午前5時までの間に
勤務した場合に支給　1時間あた
りの給与額の100分の25

医師に月額30万8,600円を超え
ない範囲内の額を、採用の日か
ら35年以内の期間、採用後人事
委員会規則で定める期間を経過
した日から1年を経過するごとに
その額を減じて支給

円

133,738

375,850

同

円

課長級以上の職員
役職に応じ定額支給

看護職員の処遇改善
助産師及び看護師に月額
12,000円を支給

配偶者、父母等　1人6,500円
子　1人10,000円
加算措置　16歳から22歳までの
間にある子　1人につき5,000円

同

初任給調整手当

住居手当

一般行政職
の制度と異な
る内容

一般行政職
の制度との異
同

宿日直手当

宿直勤務又は日直勤務をした場
合に支給する。
医師21,000円/1日
医師以外7,400円/1日

同

管理職手当

62,982千円

支給職員１人当たり
平均支給年額

（令和5年度決算）
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